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１． 予算規模
（単位　千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 計 左 の 構 成 比

217,975,000 4,435,000 222,410,000 51.2%

190,700,601 57,013 190,757,614 43.8%

国民健康保険事業 58,392,587 58,392,587 13.4%

後 期 高 齢 者 医 療 16,317,616 16,317,616 3.8%

介 護 保 険 47,276,248 47,276,248 10.9%

母子・父子福祉資金 140,955 140,955 0.0%

土 地 取 得 事 業 130,779 130,779 0.0%

駐 車 場 事 業 206,307 206,307 0.0%

借 入 金 管 理 34,754,938 34,754,938 8.0%

給与及び公共料金 33,481,171 57,013 33,538,184 7.7%

21,614,705 21,614,705 5.0%

下 水 道 事 業 21,614,705 21,614,705 5.0%

430,290,306 4,492,013 434,782,319 100.0%

区        分

一 般 会 計

計

特 別 会 計

公 営 企 業 会 計
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２． 一般会計

（１） 歳入総括

補正前の額 補 正 額 計

（単位　千円）

3 利 子 割 交 付 金 138,646 138,646

4 配 当 割 交 付 金 712,535

款

712,535

1 市 税 93,046,616 93,046,616

2 地 方 譲 与 税 1,041,571 1,041,571

5 692,367 692,367

6 法 人 事 業 税 交 付 金 2,351,236 2,351,236

株式等譲渡所得割交付金

7 13,447,894 13,447,894

8 102,939 102,939

10 地 方 特 例 交 付 金 560,605 560,605

9 環 境 性 能 割 交 付 金 296,401 296,401

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

17

11 地 方 交 付 税 6,020,000 6,020,000

12 72,482 72,482

財 産 収 入 1,620,020 1,620,020

分 担 金 及 び 負 担 金

15 国 庫 支 出 金 42,794,844 3,797,489 46,592,333

16 都 支 出 金 31,184,540 643,701 31,828,241

13 685,651 △ 93,986 591,665

14 使 用 料 及 び 手 数 料 4,293,313 △ 9,951 4,283,362

交通安全対策特別交付金

20 繰 越 金 1 97,747 97,748

22 市 債 13,439,700 13,439,700

計 217,975,000 4,435,000 222,410,000

21 諸 収 入 2,064,398 2,064,398

寄 附 金 267,992 267,992

19 繰 入 金 3,141,249 3,141,249

18
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(２) 歳出総括 （単位　千円）

国庫支出金 都 支 出 金 市 債 そ の 他 一 般 財 源

1 議 会 費 751,497 751,497

2 総 務 費 21,578,761 313,688 21,892,449 183,349 130,339

3 民 生 費 112,951,685 2,543,952 115,495,637 2,498,550 279,678 △ 103,937 △ 130,339

4 衛 生 費 21,951,781 1,334,739 23,286,520 1,088,633 148,359 97,747

5 労 働 費 61,627 61,627

6 農 林 業 費 508,761 508,761

7 商 工 費 1,454,514 1,454,514

8 土 木 費 16,604,162 16,604,162

9 消 防 費 6,457,441 6,457,441

10 教 育 費 22,874,522 242,621 23,117,143 26,957 215,664

11 公 債 費 12,628,460 12,628,460

12 諸 支 出 金 1,789 1,789

13 予 備 費 150,000 150,000

217,975,000 4,435,000 222,410,000 3,797,489 643,701 △ 103,937 97,747

補 正 額 計
補 正 額 の 財 源 内 訳

計

款 補正前の額
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（３）歳入 （単位　千円）

13 分担金及び負担金

△ 93,986 1 負担金

(1) 民生費負担金

民間保育所運営費現年度分 子ども家庭部保育幼稚園課

保護者負担軽減によるもの

14 使用料及び手数料

△ 9,951 1 使用料

(2) 民生使用料

市立保育所現年度分 子ども家庭部保育幼稚園課

保護者負担軽減によるもの

15 国庫支出金

3,797,489 1 国庫負担金

（2）衛生費国庫負担金

新型コロナウイルスワクチン接種対策 健康医療部健康医療政策課

2 国庫補助金

（1）総務費国庫補助金

個人番号カード交付費 デジタル推進室

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

都市戦略部都市戦略課

（3）衛生費国庫補助金

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保

健康医療部健康医療政策課

計　上　額 補　正　の　内　容

（補正前 今回補正 431,279 補正後 431,279 ）

（補正前 今回補正 71,008 補正後 71,008 ）

（補正前 今回補正 2,726,328 補正後 2,726,328 ）

（補正前 今回補正 568,574 補正後 568,574 ）

（補正前 600,884 今回補正 △ 93,986 補正後 506,898 ）

（補正前 59,629 今回補正 △ 9,951 補正後 49,678 ）
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計　上　額 補　正　の　内　容

母子保健衛生費 健康医療部大横保健福祉センター

16 都支出金

643,701 2 都補助金

（2）民生費都補助金

保育所等利用多子世帯保護者負担軽減事業補助

子ども家庭部保育幼稚園課

子ども家庭支援区市町村包括補助 子ども家庭部子どものしあわせ課

（3）衛生費都補助金

妊婦健康診査支援事業補助金 健康医療部大横保健福祉センター

帯状疱疹ワクチン任意接種補助事業費 健康医療部保健総務課

（8）教育費都補助金

私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費

事業費分 子ども家庭部保育幼稚園課

公立学校遊具等安全対策支援 学校教育部学校施設課

20 繰越金

97,747 1 繰越金

（1）繰越金

前年度繰越金 財政部財政課

（補正前 430,181 今回補正 266,054 補正後 696,235 ）

（補正前 今回補正 51,209 補正後 51,209 ）

（補正前 今回補正 97,150 補正後 97,150 ）

（補正前 115,374 今回補正 16,088 補正後 131,462 ）

（補正前 今回補正 200,000 補正後 200,000 ）

（補正前 1 今回補正 97,747 補正後 97,748 ）

（補正前 125,501 今回補正 300 補正後 125,801 ）

（補正前 100,568 今回補正 13,200 補正後 113,768 ）
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（４）歳出 （単位　千円）

　子ども・若者の健全な成長に資する事業を持続的に実施するため、子ども・若者基金に
積み立てる経費を補正する。

事 務 事 業 名

都 市 像 3 施策番号 13

子ども・若者基金積立金

―― 取組方針
重 点
テ ー マ

事業費

補正後 130,339130,913

補正前

今回補正

574

一般財源その他

574

130,339

574

130,339

国庫支出金 都支出金 市債

子ども家庭部子どものしあわせ課

予算科目 2 1 7

　子ども・若者基金の状況

補正前 今回補正 計

592,294 574 130,339 130,913 723,207

令和4年度
（2022）末
現在高

令和5年度（2023）予算額
令和5年度
（2023）末
現在高

積立額
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マイナンバー利活用推進

マイナポイント設定支援業務委託料

事 務 事 業 名

都 市 像 1 施策番号 4

デジタル技術活用

―― 取組方針
重 点
テ ー マ

補正後 137,373208,381 71,008

国庫支出金 都支出金 市債

予算科目 2 1 10

一般財源その他

71,008

　国が実施するマイナポイント（第2弾）の申込期限が、令和5年（2023年）5月末から9月
末まで延長されたことから、マイナポイントの設定支援に係る経費を補正する。

デジタル推進室

137,373

71,008 71,008

事業費

補正前

今回補正

137,373

（補正前 今回補正 71,008 補正後 71,008 ）
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［繰越明許費の設定］

707,583747,879 9,000

事 務 事 業 名

31,000

事業費

補正後

補正前

今回補正

747,879

市民活動推進部協働推進課

市債

施策番号 1

コミュニティ施設管理運営

ア
未来の主役づくり
未来へのつながりづくり

取組方針
重 点
テ ー マ

1 15

　中野市民センターの昇降機設備更新工事について、半導体不足等の影響により部品の納
品に時日を要し、年度内での事業完了が不可能となったことから、繰越明許費を設定して
事業費を翌年度に繰り越す。

一般財源

707,583

その他

296

296

0

国庫支出金 都支出金

都 市 像 1

9,000 31,000

予算科目 2
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会計年度任用職員（アシスタント職）報酬等

住まいの防犯対策補助金

一般財源

66,559

その他

556 66,559

556

0

112,341 2,740

予算科目 2

生活安全部防犯課

2,740

1 16

国庫支出金 都支出金 市債

112,341

事 務 事 業 名

都 市 像 4 施策番号 25

生活安全対策　　　　　　【国の物価高騰対策によるもの】

―― 取組方針
重 点
テ ー マ

事業費

補正後

補正前

今回補正

69,855

182,196

112,341

　全国的な広域強盗事件を受けた防犯意識の高まりを踏まえ、市民生活の安全・安心を確
保するため、国の地方創生臨時交付金を活用し、防犯対策品の購入・設置費用の一部を補
助する経費を補正する。

100,000

4,967

　補助金の内容

区分 内容

補助対象 市内事業者で購入・設置した防犯対策品

補助率 購入・設置経費の1/2（上限4万円）
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確認書等郵送料

コールセンター・申請受付等業務委託料

住民税非課税世帯等への臨時特別給付金

対象世帯数

住民税非課税世帯

家計急変世帯等

※1　申請期間：令和5年（2023年）9月1日から10月31日まで

 ※2　令和5年（2023年）の収入見込みで判定（家計急変世帯等については、的確な収入把握を　　

　 行い、自立相談窓口と連携して就労支援等の自立に向けた支援につなげていく。）

都支出金 市債

―― 取組方針
重 点
テ ー マ

住民税非課税世帯等への臨時特別給付金 【国の物価高騰対策によるもの】事 務 事 業 名

都 市 像 2 施策番号 8

補正後 2,470,000

補正前

今回補正 2,470,000 2,470,000

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰による影響を受けている市民の生活や暮らしを支
援するため、国の地方創生臨時交付金を活用し、住民税非課税世帯等に対して臨時特別給
付金を支給する経費を補正する。また、生活困窮世帯に対しては自立に向けた早期支援に
つなげる。

福祉部生活自立支援課

予算科目 3 1 1

2,470,000

一般財源事業費 その他国庫支出金

74,000世帯

2,000世帯

7,797

160,000

2,280,000

　給付金の内容

区分 住民税非課税世帯 家計急変世帯等

給付額

基準日 令和5年（2023年）6月1日 申請する日（※1）

給付対象者
世帯全員の令和5年度（2023年度）住民
税（均等割）が非課税である世帯

家計が急変し、令和5年（2023年）1月1
日以降の世帯全員の収入が住民税（均等
割）非課税相当となった世帯(※2)

給付開始時期
令和5年（2023年）8月
（原則、確認書を受付後速やかに支給）

令和5年（2023年）9月
（申請の受付・審査後速やかに支給）

１世帯当たり　30,000円
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施設管理費

施設改修工事費（令和4・5年度（2022・2023年度）継続） 20,750

事 務 事 業 名

都 市 像 2 施策番号 11 ―― 取組方針
重 点
テ ー マ

補正後

補正前

今回補正

87,735

東浅川保健福祉センターの管理運営

国庫支出金 都支出金 市債

222,891811,342 20,750 87,735 476,000

事業費

【国の物価高騰対策によるもの】

　東浅川保健福祉センターの大規模改修工事について、公共工事設計労務単価改定に伴う
インフレスライド条項の適用により、契約金額の変更に要する経費を補正する。

健康医療部東浅川保健福祉センター

222,891

3,966

20,750 20,750

3,966476,000790,592

予算科目 3 1 4

一般財源その他

（補正前 789,933 今回補正 20,750 補正後 810,683 ）
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（1）保育所等利用多子世帯負担軽減

適用開始日 令和5年（2023年）10月1日から

　子どもを2人以上持ちたいと願う方の経済的負担軽減を図るため、令和5年（2023年）10
月から対象が拡大される東京都の補助制度を活用し、保護者の負担を軽減するための経費
を補正する。

　0～2歳児の保育料について、収入や第1子の年齢に関わらず、第3子以降と同様に第2子
の保育料を無償化する。

都 市 像 3 施策番号 14

保育所等利用多子世帯負担軽減

ア未来の主役づくり 取組方針
重 点
テ ー マ

△ 103,937 △ 130,339

事 務 事 業 名

△ 130,33947,866 282,142

事業費

補正後

補正前

今回補正

子ども家庭部子どもの教育・
保育推進課、保育幼稚園課

△ 103,937

47,866

予算科目
3
10

3
1

1～3
5

一般財源その他国庫支出金 都支出金 市債

282,142

　第2子無償化のイメージ

第1子が就学前 第1子が小学生以上 第1子が就学前 第1子が小学生以上

国制度 無償化 保護者負担　半額 保護者負担　半額 保護者負担　全額

都制度
（～令和5年（2023）9月）

都制度
（令和5年（2023）10月～）

第3子以降 第2子
区　　分

無償化 保護者負担　半額

無償化

　補正の内訳

事業費 都支出金 その他 一般財源

民間保育所運営 187,871 △ 93,986 △ 93,885

認定こども園運営 19,995 40,195 △ 20,200

家庭的保育運営 1,025 2,278 △ 1,253

小規模保育運営 2,139 4,260 △ 2,121

事業所内保育運営 2,619 5,392 △ 2,773

市立保育所の管理運営 20,058 △ 9,951 △ 10,107

（2） 16,088 16,088

（3） 6,000 6,000

47,866 282,142 △ 103,937 △ 130,339

※ （1）～（3）の内容については各項目に記載

補正額
区　分

（1）

計

保育所等利用
多子世帯負担
軽減

私立幼稚園等園児保護者負担軽減

子育て支援関連事務
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（2）私立幼稚園等園児保護者負担軽減

適用開始日 令和5年（2023年）10月1日から

　多子計算における年齢制限の緩和（世帯年収360万円以上のイメージ）

（3）子育て支援関連事務

 システム改修委託料

　市が保育の必要があると確認した課税世帯の第2子以降の満3歳児について、幼稚園の預
かり保育を利用した場合の保育料に係る保護者に対する助成を行うとともに、私立幼稚園
等園児保護者負担軽減給付における多子計算の年齢制限を緩和する。

6,000

　幼稚園における預かり保育
年齢 制度 月額上限 制度 月額上限

3 ～ 5 歳 児 国制度 11,300円 国制度 11,300円

満 3 歳 児 都制度 16,300円

3 ～ 5 歳 児 国制度 11,300円 国制度 11,300円

満 3 歳 児 国制度 16,300円 国制度 16,300円

課税世帯
なし

非課税世帯

変更前

変更後

小4以上の子どもは対象と
しない

（対象外）第一子第二子

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 小1 小2 小3 小4～

第二子第三子 第一子

18歳小3 小4～

小4以上年度末年齢18歳
までの子どもも対象とする

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 小1 小2

（例）第2子が0～2歳で世帯年収が1,200万円以上の場合

本市保育料 本市独自軽減 都補助
27,000円/月 25,000円/月 52,000円/月

補正前

都補助
104,000円/月

補正後

国基準
保育料

104,000円/月
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非常通報装置（学校110番）整備 【国の物価高騰対策によるもの】

1 民間保育所等に対する設置等補助

非常通報装置設置等補助金

2 小・中学校における機器更新

非常通報装置更新業務委託料

21,000

事 務 事 業 名

都 市 像 3 施策番号
13
16

―― 取組方針
重 点
テ ー マ

43,638 30,438

13,200

22,638

事業費

補正後

補正前

今回補正

　早期通報により不審者侵入による被害から乳幼児・児童・生徒等を守るため、国の地
方創生臨時交付金を活用し、保育施設及び小・中学校施設に非常通報装置（学校110
番）を設置及び更新するための経費を補正する。

一般財源その他

43,638 30,438

子ども家庭部子どもの教育・保育
推進課、学校教育部学校施設課

予算科目
3
10

3
2

2
1・2

国庫支出金

13,200

都支出金 市債

　補助金の内容

区分 基準額

民間保育所 32 施設 9,600 千円

認定こども園 7 2,100

幼稚園 16 4,800

小規模保育所 5 1,500

事業所内保育所 7 2,100

認証保育所 3 900

計 70 21,000

※　市立保育所及び学童保育所は対応済

対象施設数 補正額

1施設当たり300千円

　事業の内容

区分

小学校 62 校 14,322 千円

中学校 36 8,316

計 98 22,638

※　更新対象校　ＩＰ網非対応機種を設置している学校

対象校数 補正額
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高齢者予防接種

予防接種委託料

助成開始日 令和5年（2023年）8月1日

接種対象者 50歳以上の方

対象ワクチン 乾燥弱毒生水痘ワクチン（生ワクチン）

乾燥組換え帯状疱疹ワクチン（不活化ワクチン)

接種見込者数 8,200人

予防接種費用の内訳（1回当たり）

帯状疱疹

　市民の健康維持及び重症化予防を図るため、東京都の新たな補助制度を活用し、帯状疱
疹ワクチン予防接種に係る自己負担額を軽減するための経費を補正する。

健康医療部保健総務課

予算科目 4 1 2

一般財源

1,570,955

その他

26,606

194,597

26,606

97,447

国庫支出金

1,668,4021,927,886 59 232,819

189,646

　子どもの頃に水ぼうそうに罹患した時に体内に残っている「水痘帯状疱疹ウイルス」
が、加齢やストレスなどで免疫力が低下することにより再び発症し、80歳までに3人に1
人が罹患するとされている。

事 務 事 業 名

事業費

補正後

補正前

今回補正

59 135,6691,733,289

97,150

都支出金 市債

都 市 像 2 施策番号 11

予防接種

ウ未来の主役づくり 取組方針
重 点
テ ー マ

（補正前 278,504 今回補正 194,597 補正後 473,101 ）

市負担 都負担
2,586円 2,500円

接種費用　22,341円

接種費用　9,086円

生ワクチン
自己負担
4,000円

不活化ワクチン
市負担 都負担 自己負担
5,841円 5,500円 11,000円

　帯状疱疹ワクチン予防接種の内容

区分 生ワクチン 不活化ワクチン

接種回数 1回 2回（2か月間隔）

発症予防効果 ※ 69.8% 96.6%

効果の持続期間 ※ 5年程度 9年以上

※　「東京都福祉保健局ホームページ」より
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集団接種会場等接種業務委託料

会場設営・運営等委託料

接種券等印刷委託料

会場使用料 10,000

　「予防接種法」に基づき実施する新型コロナウイルスワクチンの追加接種について、接
種期間が追加されたことから、接種及び体制確保に要する経費を補正する。

431,279

466,492

33,811

事 務 事 業 名

都 市 像 2 施策番号 11

新型コロナウイルス予防接種　　　 【新型コロナ関連事業】

―― 取組方針
重 点
テ ー マ

事業費

補正後 999,853 999,853

補正前

今回補正

一般財源その他

999,853 999,853

国庫支出金 都支出金 市債

健康医療部健康医療政策課

予算科目 4 1 2

・144万回の接種費用 ・15万回の追加接種費用 3.4億円
・4回目の接種費用 ・休日・夜間・乳幼児接種加算額 0.9億円
・オミクロン株対応ワクチンの接種費用
・令和5年（2023年）4月以降の46.7万回の接種費用
・休日・夜間・乳幼児接種加算額

・会計年度任用職員報酬等 ・職員時間外勤務手当 0.1億円

・職員時間外勤務手当 ・郵送料 0.2億円

・郵送料 ・会場設営・運営等 4.7億円

・クーポン券の作成・封入封かん ・接種券等印刷 0.3億円

・コールセンター設置・運営 ・予診票データ入力 0.1億円

・予約サイト開設・運営 ・接種会場使用料 0.1億円

・会場設営・運営等

・接種会場使用料

接種体制確保経費　国庫補助計画額　　106.4億円

ワクチン接種費用　国庫負担計画額　　91.4億円

　　　　令和3・4年度（2021・2022）予算計上済額 令和5年度（2023）6月補正　4.3億円

　新型コロナウイルス予防接種に係る予算の措置状況及び主な経費内訳
令和2～4年度（2020～2022） 令和5年度（2023）

　 　　令和2～4年度（2020～2022）予算計上済額 令和5年度（2023）6月補正　5.7億円

　令和5年度（2023年度）追加接種一覧
接種期間 接種対象者（初回接種を終了した以下の方）名称

9～12月 5歳以上のすべての方

5～8月
・65歳以上の方
・5～64歳で基礎疾患を有する方
・医療従事者等及び高齢者施設等の従事者

春開始接種

秋開始接種
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1 妊娠期支援事業

初回産科受診料助成金

2 妊婦健康診査等

妊婦健康診査委託料

予算科目 4 1 4

218,116 7,520

健康医療部大横・東浅川・
南大沢保健福祉センター

300

一般財源

489,102

その他市債

7,520

45,315

　市民が安心して出産できるよう、東京都の新たな補助制度を活用し、妊婦健康診査にお
ける超音波検査費用の助成回数を拡大する経費を補正する。

　低所得の妊婦の経済的負担軽減を図るとともに、当該妊婦の状況を継続的に把握するこ
とにより必要な支援につなげるため、国の新たな補助制度を活用し、妊婦の初回産科受診
料を助成する経費を補正する。

600

都 市 像 2 施策番号 11

母子保健

ア未来の主役づくり 取組方針
重 点
テ ー マ

事 務 事 業 名

51,809 300

事業費

補正後 489,402

補正前

今回補正

227,787 166,907891,316

51,209

943,125 228,087

国庫支出金 都支出金

（補正前 62,028 今回補正 600 補正後 62,628 ）

（補正前 228,538 今回補正 51,209 補正後 279,747 ）

　初回産科受診料助成金の内容

区　分

① 世帯の課税状況の確認に同意する方

②
受診医療機関等の関係機関と本市が必要に応じて、支援に必要な情報を共
有することに同意する方

助成額

事業開始時期 令和5年（2023年）7月

対象者

令和5年度（2023年度）分の住民税（均等割）が非課税である世帯又は同等の所得
水準である妊婦であって、①・②に該当する方

対象者の初回産科受診料（上限10,000円）

内　　容

　妊婦健康診査支援の内容

区　分

対象者

助成額

助成回数 1→4回　（多胎妊婦は 2→6回）

事業開始時期

内　　容

令和5年（2023年）4月1日以降に妊娠届出を行った妊婦

超音波検査１回当たり5,300円

令和5年（2023年）7月
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環境負荷の低減 【国の物価高騰対策によるもの】

1 地球温暖化防止普及啓発

置き配バッグ配布事業業務委託料

内容

対象者 市内在住の方（世帯単位）

配布件数 10,000個

はちエコポイント事業

2 省エネ家電推進事業

会計年度任用職員（アシスタント職）報酬等

省エネ家電推進事業補助金 7,000

1,440

80,000

置き配バッグを希望する市民に配布し、活用についてのアンケートを実施
するほか、「はちエコポイント事業」への参加を促進する。また、配達事
業者に対して、再配達削減についての調査を実施する。

　環境配慮行動への意識の醸成及び移動・輸送の抑制による脱炭素化を促進するため、国
の地方創生臨時交付金を活用し、置き配バッグの活用による再配達削減の支援を行うため
の経費を補正する。

　家庭における省エネ等のエコ活動をポイント化し、貯めたポイントに応じてエコ商品
などと交換することができる、継続した環境配慮行動による地球温暖化対策の取組

　原油価格・物価高騰の影響を受けている市民生活を支援するため、国の地方創生臨時交
付金を活用し、ＣＯ2削減に向けた省エネ性能の高い家電の購入費用の一部を補助する経費
を補正する。

環境部環境政策課

予算科目 4 1 10

一般財源

17,409

その他

4,750

88,480 88,480

4,750

国庫支出金 都支出金 市債

15,200

事業費

補正後

補正前

今回補正

37,359

17,409125,839 88,480 15,200

ウ未来に続く都市づくり 取組方針
重 点
テ ー マ

事 務 事 業 名

都 市 像 6 施策番号 34

（補正前 3,026 今回補正 8,480 補正後 11,506 ）

（補正前 137 今回補正 80,000 補正後 80,137 ）

 省エネ家電推進事業補助の内容
区分 要件 対象者 補助額

エアコン
改正後統一省エネラベル（目標年度2027）★3以上
又は改正前（目標年度2010）★4以上のエアコン※

冷蔵庫 省エネ基準達成率100％以上の冷蔵庫

給湯機 高効率給湯器

※　令和4年（2022年）10月1日改正

市内在住の方
（世帯単位）

購入額の1/4
（上限2万円、
1世帯1台まで）

※
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営繕工事

遊具等修繕料

遊具等更新工事費

一般財源

508,842

その他

4

200,000

4

0

国庫支出金

302,000810,846

200,000

学校教育部学校施設課

予算科目 10 2 1・2

　児童・生徒が授業等で使用する小・中学校の遊具等の安全性を確保するため、東京都
の新たな補助制度を活用し、安全点検の結果に基づく遊具等の修繕及び更新を行う経費
を補正する。

補正後

補正前

今回補正

508,8421,010,846 200,000 302,000

180,000

20,000

事 務 事 業 名

都 市 像 3 施策番号 17

学校施設の営繕工事

―― 取組方針
重 点
テ ー マ

都支出金 市債事業費

（補正前 199,045 今回補正 200,000 補正後 399,045 ）

　補正の内容

区分 対象遊具

小学校 66 校 170,000 千円 鉄棒、雲梯、のぼり棒、ジャングルジム等

中学校 36 30,000 高鉄棒

計 102 200,000

※　小学校は令和4年度（2022年度）に実施した安全点検の結果に基づき対応
※　中学校は令和5年度（2023年度）に実施する安全点検の結果に基づき対応

補正額対象校数
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給食センターの整備 【国の物価高騰対策によるもの】

工事監理委託料（令和4～6年度（2022～2024年度）継続）

施設整備工事費（令和4～6年度（2022～2024年度）継続）

[債務負担行為の補正]

525,615

319

3

一般財源

525,615

その他

10 3

　（仮称）給食センター（寺田）の整備について、公共工事設計労務単価改定に伴うイ
ンフレスライド条項等の適用により、契約金額の変更に要する経費を補正する。
　なお、工期が複数年にわたるため、令和6年度（2024年度）までの債務負担行為を設
定する。

学校教育部学校給食課

予算科目

補正後

国庫支出金 都支出金 市債事業費

今回補正

197,745 374,766 1,805,7002,903,826

4,319 4,319

4,000

事 務 事 業 名

都 市 像 3 施策番号 17 ―― 取組方針
重 点
テ ー マ

2,908,145 202,064 374,766 1,805,700

補正前

　（追　加）

A B A－B 市　　債

（仮称）給食セン
ター（寺田）工事監
理委託（その２）

工事監理 957 319 638 638

令和5年度から
令和6年度まで
（2023年度から
2024 年度まで )

（仮称）給食セン
ター（寺田）整備工
事（その２）

施設整備 20,241 4,000 16,241 12,100 4,141

令和5年度から
令和6年度まで
（2023年度から
2024 年度まで )

事　　　　　項 事業内容
金　　額

本年度予算
計 上 額

債 務 負 担
行為限度額

左の財源内訳

期　　間特定財源
一般財源
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　コミュニティ施設管理運営

（５） 繰越明許費一覧

　中野市民センターの昇降機設備更新工事を行うものであるが、半導体不足等の影響により部品の納
品に時日を要し、年度内での事業完了が不可能となったことから、繰越明許費を設定するものであ
る。

（単位　千円）

国庫支出金 都支出金 市 債 そ の 他

翌 年 度
繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

既 収 入
特定財源

未 収 入 特 定 財 源
一般財源

12,53912,539
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３． 給与及び公共料金特別会計

（１） 歳入総括

補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 給 与 振 替 収 入 29,742,172 28,415 29,770,587

2 公 共 料 金 振 替 収 入 3,738,999 28,598 3,767,597

33,481,171 57,013 33,538,184

（２） 歳出総括

補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 給 与 費 29,742,172 28,415 29,770,587

2 公 共 料 金 費 3,738,999 28,598 3,767,597

33,481,171 57,013 33,538,184計

（単位　千円）

款

計

款

（単位　千円）

（３） 歳入

1 給与振替収入

28,415 1 給与振替収入

（1）給与振替収入

2 公共料金振替収入

28,598 1 公共料金振替収入

（1）公共料金振替収入 総務部総務課

(単位　千円）

計　上　額 補　正　の　内　容

総務部労務課

（補正前 29,742,172 今回補正 28,415 補正後 29,770,587 ）

（補正前 3,738,999 今回補正 28,598 補正後 3,767,597 ）
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（４） 歳出 （単位　千円）

1 給与費

職員費一括経理分

会計年度任用職員費一括経理分（専門職）

会計年度任用職員費一括経理分（アシスタント職）

2 公共料金費

公共料金一括経理分

　一般会計の補正によるもの

　一般会計の補正によるもの

　一般会計の補正によるもの

　一般会計の補正によるもの

補正後 33,538,184 29,770,587 3,767,597

今回補正 57,013 28,415 28,598

補正前 33,481,171 29,742,172 3,738,999

事 務 事 業 名 給与費及び公共料金一括経理分 総務部総務課・労務課

事業費 給与振替収入 公共料金振替収入

都 市 像 1 施策番号 6
重 点
テ ー マ

― 取組方針 ― 予算科目

（補正前 24,182,487 今回補正 14,444 補正後 24,196,931 ）

（補正前 3,201,257 今回補正 2,444 補正後 3,203,701 ）

（補正前 2,358,428 今回補正 11,527 補正後 2,369,955 ）

区　分 補正前 今回補正 補正後

郵便後納料 478,372 28,598 506,970
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